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背景及び趣旨 

 

 我が国は国民皆保険のもと、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきた。しかし、

急速な少子高齢化や国民の意識変化などにより大きな環境変化に直面しており、医療制度を持続可

能なものにするため、その構造改革が急務となっている。 

 

 このような状況に対応するため、高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて、保険者は被保険

者及び被扶養者に対し、糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査（特定健康診査）及びその結果に

より健康の保持に努める必要がある者に対する保健指導（特定保健指導）を実施することとされた。 

 

 本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項、

特定健康診査及び特定保健指導の実施並びにその成果に係る目標に関する基本的事項について定

めるものである。 

 

 なお、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条により、６年ごとに６年を一期として特定健康

診査等実施計画を定めることとする。 

 

 

 

当健保組合の現状 

 

 当健保組合は、金属製品の化工及び製造等を主たる業とする事業所が加入している健保組合であ

る。 

 令和６年度の事業所数は１４４事業所で、本社機能を有する適用事業所の所在地は、主として神

奈川・東京・千葉・埼玉の各都府県並びに新潟・山梨を始めとする関東甲信越地区に所在し、地方

の出先・関連工場については、各主要都市に所在する。 

 また、支店や営業所については全国に点在しており、神奈川近郊に在勤している被保険者及び被

扶養者は 5割、それ以外の在勤者は 5 割である。 

 加入事業所は中小事業所が多く、１事業所あたりの平均被保険者数は約１００人である。 

 当健保組合に加入している被保険者は、平均年齢４５．６０歳、男性が全体の８３％を占める。 

 神奈川県内の事業所に勤務する者の健康診断については、主に一般財団法人神奈川県労働衛生福

祉協会の検診センター内及び健診車による巡回にて行っている。 

※ 一般財団法人神奈川県労働衛生福祉協会の所在地は、以下のとおり。 

〒２４０－０００３ 神奈川県横浜市保土ヶ谷区天王町２－４４－９ 

職員は、医師・保健師・看護師・管理栄養士・検査技師等で常勤９１名（事務職を除く） 

 

 地方事業所に勤務する者については、契約した健診機関（全国２４都府県で４３機関）にて受診

が可能である。 

 令和 4 年度の基本健診の実施人数は、一般財団法人神奈川県労働衛生福祉協会４，５５４人、   

地方委託機関他８，６００人、計１３，１５４人（内訳：被保険者１３，１５４人､被扶養者０人）

となっており、全体の３４．６％を一般財団法人神奈川県労働衛生福祉協会にて受診している。 
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一.特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項 

 

1. 特定健康診査等の基本的考え方 

日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診断基準を示し

た。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、発症した後で

も血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防することが可能であるという考え方を

基本としている。 

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増加等が

様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって生活習慣の

改善に向けての明確な動機付けができるようになる。 

 

2. 特定健康診査等の実施に係る留意事項 

特定健康診査の実施にあたっては、事業主の理解と協力を得るとともに、特定健康診査の対象

者に対し、内臓脂肪型に起因する生活習慣病予防の必要性や健診の主旨、重要性を十分に周知

し、その関心を高めることとする。 

特に被扶養者の健診については、あらゆる機会を持ってアプローチし、その健診率の向上を図

る。 

健診後のデータについては、効率的な方法によりデータの蓄積管理を行い、次のフォローアッ

プに備えることとする。 

 

3. 事業主等が行う健康診断及び保健指導との関係 

従来から事業主健診を代行していたことから、当健保組合が主体となって行う。（委託を含む） 

 事業主が健診を実施した場合については、当健保組合はその結果データを事業者から受領す

る。 

 

 

二.特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項 

 

1. 特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群の保健指導の第一の目的は、生活習慣病に移行させないことである。そのた

めの保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えることができるよ

うに支援することにある。 
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Ⅰ. 特定健康診査等の達成目標 

国が示す指針においては、令和１１年度における当健保組合の特定健康診査等実施率目標

は、「特定健康診査実施率８５％」、「特定保健指導実施率３０％」、「メタボリックシンド

ローム該当者等の令和５年度での減少率２５％（対平成２０年度比）」を目標とされており、

令和６年度から令和１１年度まで、各年度の実施率は、令和５年度の実績に伸び率等を勘案し

令和６年度の目標を定め、６年間で国が示す実施率目標を達成できるよう、段階的に実施率を

引き上げていくよう次のとおり計画する。 

 

（１）特定健康診査の実施に係る目標 

令和１１年度における特定健康診査の実施率を８５．０％とする。 

この目標を達成するために、令和６年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

＜目標実施率＞   （％） 

  6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 国の参酌標準

被保険者 95.9％ 96.1％ 96.3％ 96.5％ 96.7％ 97.0％ ― 

被扶養者 28.8% 36.2％ 40.6％ 45.1％ 49.6％ 53.5% ― 

被保険者＋被扶養者 78.1% 79.5％ 80.9％ 82.3％ 83.7％ 85.0% 85.0% 

 

 

（２）特定保健指導の実施に係る目標 

令和１１年度における特定保健指導の実施率３０．０％とする。 

   この目標を達成するために、令和６年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

＜目標実施率＞    （％） 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 国の参酌標準

被保険者＋被扶養者 14.4％ 17.6％ 20.8％ 24.0％ 27.2％ 30.00% 30.0% 

 ※次の推計値をもとに試算 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度  

40 歳以上対象者 13,366 13,324 13,282 13,240 13,198 13,156  

特定健康診査実施者数 10,439 10,593 10,745 10,897 11,047 11,183  

特定保健指導対象者数 2,149 2,127 2,105 2,083 2,061 2,039  

特定保健指導実施者数 310 374 438 500 561 612  

被保険者については、保健指導専門機関 株式会社保健支援センターに委託して実施。保健

師、看護師、管理栄養士が全国の事業所を巡回し、特定保健指導を行う。 

被扶養者については、健保連集合契約及び RIZAP 株式会社に委託して実施。健診日当日に

契約健診機関において初回面談を実施し、また ICT を利用した遠隔面談での特定保健指導を

行う。 

 

 

（３）特定健康診査等の実施の成果に係る目標（参考） 

令和１１年度において、平成２０年度と比較したメタボリックシンドロームの該当者及び

予備群の減少率を２５％以上とする。 
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Ⅱ． 特定健康診査等の対象者数 

I に示した目標実施率の６カ年計画に基づく特定健康診査及び特定保健指導の対象者数、実

施者数の見込みとなる。 

 

（１）対象者数及び目標実施者数 

① 特定健康診査 

被保険者                                 （人） 

  6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

対象者数 

40 歳以上被保険者数（推計） 
9,661 9,635 9,609 9,583 9,557 9,531 

目標実施率（％） 95.9％ 96.1％ 96.3％ 96.5％ 96.7％ 97.0％ 

目標実施者数 9,265 9,259 9,253 9,248 9,242 9,245 

 

 

被扶養者                                 （人） 

  6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

対象者数 

40 歳以上被保険者数（推計） 
3,705 3,689 3,673 3,657 3,641 3,625 

目標実施率（％） 28.8% 36.2％ 40.6％ 45.1％ 49.6％ 53.5% 

目標実施者数 1,067 1,334 1,492 1,649 1,805 1,938 

 

 

被保険者＋被扶養者                            （人） 

  6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

対象者数 

40 歳以上被保険者数（推計） 
13,366 13,324 13,282 13,240 13,198 13,156 

目標実施率（％） 78.1% 79.5％ 80.9％ 82.3％ 83.7％ 85.00% 

目標実施者数 10,439 10,593 10,745 10,897 11,047 11,183 

 

 

② 特定保健指導 

被保険者＋被扶養者                            （人） 

  6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

特定健康診査対象者数 

40 歳以上被保険者数（推計） 
13,366 13,324 13,282 13,240 13,198 13,156 

保健指導対象者計（推計） 2,149 2,127 2,105 2,083 2,061 2,039 

目標実施率（％） 14.4％ 17.6％ 20.8％ 24.0％ 27.2％ 30.00% 

目標実施者数 310 374 438 500 561 612 
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Ⅲ. 特定健康診査等の実施方法 

（１）実施場所 

ア 特定健康診査 

被保険者の特定健康診査については、一般財団法人神奈川県労働衛生福祉協会をはじめと

する委託契約機関内または事業所への健診車による巡回にて行う。 

また、契約機関以外で受診した場合は、当組合の指定する健診項目にて受診し、健診料金

を支払い、後日必要書類を揃え健保組合へ請求する。 

被扶養者については、健保連集合契約Ａタイプ・Ｂタイプに加盟する健診機関 及び 一般

社団法人東京都総合組合保健施設振興協会の契約の健診機関内にて行う。 

 

イ 特定保健指導 

被保険者の特定保健指導については、株式会社保健支援センターへ委託し、センターに所

属する指導員（保健師、管理栄養士、看護師）が全国の事業所を訪問し、指導を行う。 

被扶養者の特定保健指導については、健保連集合契約 Aタイプ・B タイプに加盟する健診

機関にて健診日当日に特定保健指導を実施する。また、RIZAP 株式会社へ委託し、所属する

指導員（保健師、管理栄養士、看護師）により ICT による遠隔面談にて指導を行う。 

 

 

（２）実施項目 

ア 特定健康診査 

  標準的な健診・保健指導プログラム第２編第２章に記載されている健診項目とし、人間ド

ックも同内容を含有する形で実施する。 

イ 特定保健指導 

   動機付け支援 ： 初回面談を実施し、３ヶ月後に電話またはメール及びチャットによる評

価を行う。 

   積極的支援 ： 動機付け支援と同様の方法で初回面談を行う。その後、３ヶ月間の継続的

支援を電話またはメール及びチャットにて１８０ポイントの獲得を目指す。必要に応じて期

間は延長し評価を行う。 

 

 

（３）実施時期 

ア 特定健康診査 

   実施時期は、通年とする。 

イ 特定保健指導 

   実施時期は、通年とする。但し、年度を跨ぐ場合については、年度末で終了とせず、翌年

度に継続して実施する。また、特定健診の実施時期により年度内の指導開始が難しい場合に

ついては、翌年度に特定保健指導を行うことを可能とする。なお、翌年度の特定健康診査

は、３ヶ月後の評価が終わった以降に受診することとする。 
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（４）委託の有無 

ア 特定健康診査 

   被保険者については、事業所の所在状況に合わせ、全国の健診機関等（２４都府県４３機

関）と特定健康診査の委託契約を締結。委託契約機関での受診が困難な場合については、随

時、当健保組合との委託契約を結ぶよう努めていくことで、全国での受診が可能となるよう

努める。 

被扶養者については、健康保険組合連合会および代表医療保険者を通じて健診機関の全国

組織と集合契約を締結。代行機関として社会保険診療報酬支払基金を利用して決済を行い、

全国での受診が可能となるよう措置する。また、集合契約における健診機関での受診が困難

な場合に備え、一般社団法人東京都総合組合保健施設振興協会との特定健康診査の委託契約

も締結し、さらなる受診場所の確保にも努める。 

イ 特定保健指導 

   被保険者については、標準的な健診・保健指導プログラム第３編第６章の考え方に基づ

き、株式会社保健支援センターへ委託することで、全国での利用を可能とする。 

被扶養者については、健康保険組合連合会および代表医療保険者を通じて健診機関の全国

組織と集合契約を締結。代行機関として社会保険診療報酬支払基金を利用して決済を行い、

健診日当日の受診ならびに全国での受診が可能となるよう措置する。また、RIZAP 株式会社

へ委託し、複数の委託機関での実施を可能とする。 

 

 

（５）受診方法 

ア 特定健康診査 

   被保険者については、事業主にて取りまとめ、当健保組合が委託契約する健診機関へ受診

する希望日時を登録したうえで、特定健康診査を受診する。 

   被扶養者については、当健保組合より対象となる被扶養者へ直接受診券を送付し、被扶養

者が健診機関へ受診する希望日時を登録したうえで、被保険者証の提示とともに受診券を健

診機関等に提出し、特定健康診査を受診する。受診者の窓口負担は無料。ただし、規定の実

施項目以外を受診した場合、その費用は個人負担とする。 

イ 特定保健指導 

   被保険者については、当健保組合にて対象者を抽出した後、事業主を通じて対象者へ案内

を送付。事業主にて取りまとめ、保健支援センターへ初回面談を実施する希望日時を登録し

たうえで、特定保健指導を開始する。その後の継続支援及び 3 ヶ月後の評価については、電

話やメールにて個別に行い、必要に応じて継続支援の期間を延長する。 

   被扶養者については、健診日当日に受診した健診機関で特定保健指導を実施可能とする。

また、健診日当日に特定保健指導を実施しなかった者には、当健保組合にて対象者を抽出し

た後、対象者の自宅宛てに利用申込書を送付し、RIZAP㈱にて ICT を用いた初回面談を開始す

る。その後の継続支援及び 3 ヶ月後の評価は、メールやチャットにて個別に行う。 

 

 

（６）周知・案内方法 

   周知は、当健保組合の機関紙等に掲載するとともにホームページに掲載して行う。 
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（７）データの受領方法 

   特定健康診査及び特定保健指導のデータは、電子媒体にて受領する。なお、受領した電子

データ及び電子媒体は当健保組合内にて保管し、その保管年数は５年と定める。 

ア 特定健康診査 

   被保険者については、契約健診機関より電子データを随時（または月単位）受領する。 

   被扶養者については、集合契約の代行機関である支払基金より電子データを月単位でホー

ムページから受領する。 

イ 特定保健指導 

   被保険者については、委託機関より電子データを月単位で受領する。 

   被扶養者については、集合契約の代行機関である支払基金より電子データを月単位でホー

ムページから受領する。また、RIZAP㈱からは専用 URL より電子データをダウンロードし受領

する。 

 

（８）特定保健指導対象者の選出の方法 

   特定保健指導の対象者については、数量と効果の面から、当健保組合の契約健診機関にて

特定健診を受診した全国の被保険者及び被扶養者のうち、階層化によって積極的支援、動機

付け支援に該当し、保健指導を希望する者から優先して選出する。 

 

 

Ⅳ. 個人情報の保護 

  特定健康診査等の事業の実施にあたっては、神奈川県鉄工業健康保険組合個人情報保護管理

規定を遵守する。 

  当健保組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に漏ら

してはならない。 

  当健保組合のデータ管理者は、常務理事とする。またデータの利用者は、当健保組合健康管

理室の職員に限る。 

 

 

Ⅴ. 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

  本計画の周知は、機関誌やホームページに掲載する。 

 

 

Ⅵ. 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

  本計画については、毎年、評価等を行い目標と大きくかけ離れた場合、その他必要がある場

合には見直すこととする。 

 

 

Ⅶ. その他 

  当健保組合に所属する担当職員については、特定健康診査・特定保健指導等の各種研修に随

時参加させることとする。 


